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Evaluation on the Power-To-Melt Test in“JOYO”with Post-Irradiation-Experiment

The Power-To-Melt(PTM)test was performed in the experimental fast reactor “JOYO”. In this study, the post-irradiation-
experiment(PIE)technique for the PTM test was established and the PTM values were evaluated. Combination of metallo-
graphical observation with plutonium distribution analysis was very effective for the identification of once-molten fuel zone.
The PTM evaluation found out that the PTM values were within 600-670W/cm for the most part and suggested that depend-
ence of the PTM on the fuel pellet density was stronger than that of previous foreign PTM tests, while the dependence on the
pellet-cladding gap and the oxygen-to-metal ratio was indistinctly.

燃料溶融限界線出力評価に資するために，「常陽」ではじめて実施された燃料溶融限界線出力試験（PTM：

Power-To-Melt 試験）に供せられた試験体の照射後燃料の試験方法を確立した。この中で，PTM試験評

価において決め手となる燃料溶融境界の判定は，金相組織観察に加えてPu濃度の分布分析を組合せるこ

とが非常に有効であることを示した。また，その試験結果と照射時の線出力分布からその燃料溶融限界

線出力（炉内で燃料溶融が発生する線出力）は，ほぼ６００～６７０W/cmの範囲にあることを示した。PTM

値に与える燃料ペレット密度の効果は過去の報告よりも大きいことが示唆されたが，燃料ペレット－被

覆管ギャップやO/M比の依存性は明確には認められなかった。
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１．はじめに

高速炉燃料の設計において，制御棒誤引き抜き

のような反応度投入型事象に対する燃料ピンの健

全性判断基準は「燃料中心温度が融点未満である

こと」としている。燃料溶融の発生が直ちに燃料

破損を引き起すものではないが，燃料設計では破

損に対する余裕を取ってこれを健全性の判断基準

としている。そのため，燃料中心温度の評価手法

について，その妥当性を示すための検証データが

必要である。このような検証データの取得方法と

して，実際に炉内において燃料溶融が発生するよ

うな線出力で照射し，照射後試験によって燃料ピ

ン軸方向の燃料溶融発生範囲を調べ，燃料溶融が

発生する限界線出力を評価する方法がある。この

ような照射試験は一般に燃料溶融限界線出力試験

（PTM：Power-To-Melt 試験） と呼ばれ，米国の

EBR‐�炉やFFTF炉，オランダのペッテンにある

HFR 炉等に先例がある１）～４）。

「常陽」における燃料溶融限界線出力試験は，１９８５

年頃から試験のための準備が開始され，当時の高

速増殖実証炉研究における燃料仕様を想定して，

その燃料溶融限界線出力値（以下，PTM 値）と各

燃料仕様パラメータの感度を評価することを目的

として企画された。この初めての PTM 試験は，

１９９１年から１９９２年にかけて予備的なPTM‐１‐１試験

と本試験の PTM‐１‐２試験の２段階で実施された５）。

本研究は，このPTM‐１‐２試験について，照射後燃

料の金相試験と機器分析を組み合わせた試験方法

を確立するとともに，そのPTM値の試験評価値を

まとめたものである。

２．PTM‐１‐２試験

２．１ 照射リグ構造

PTM‐１‐２試験に供した試験体は「常陽」の B

型特殊燃料集合体であり，照射リグ内に６個のコ

ンパートメントを有し，各コンパートメントには

４本づつ試験燃料ピンが収納されている。図１に

試験体の照射リグ構造の模式図を示す。PTM‐１‐２

試験では，リグ中心の軸心管内にドジメータカプ

セル３個を装てんしたフラックスモニタ管を設置

し，照射後に集合体中心の中性子フラックスを評

価し，線出力値の校正に用いた。また，各コンパ

ートメントの上部キャップにTED温度モニタ管を

設置して，各コンパートメント出口冷却材温度を

測定し，被覆管温度計算値の補正に用いた。

２．２ 試験パラメータ

PTM‐１‐２試験の試験体の燃料ピンの主要仕様を

表１に示す。燃料ピン外径やPu富化度等の燃料ペ

レット仕様は，PTM‐１‐２試験企画当時の高速増殖

実証炉の仕様に合わせて設定したものである。本

試験体は試験パラメータを燃料ペレット密度，燃

料ペレット－被覆管ギャップ，O/M 比及びタグガ

スの有無とし，８種類２４本の燃料ピンで構成され

表１ PTM‐１‐２試験燃料ピン主要仕様

項 目 仕 様

１．燃料ペレット
� 材質
� Pu 富化度（w/o）
� ウラン濃縮度（w/o）
� ペレット形状
� ペレット外径（mm）
� ペレット高さ（mm）
� ペレット密度（％T．D．）
� O/M比
	 燃料スタック長さ（mm）

２．被覆管
� 材質
� 外径（mm）
� 肉厚（mm）
� 燃料 被覆管ギャップ（
）

３．燃料ピン
� 構造形式
� 全長（mm）
� プレナム部長さ（mm）
� 充てんガス

ウラン・プルトニウム混合酸化物
２０
２１

中実／フラットエンド
６．４４，６．４９，６．５４

９
９２，９５

１．９６，１．９７，１．９８
５５０

PNC１５２０
７．５
０．４

１６０，２１０，２６０（直径）

上部プレナム
１６９８
８６５

He：９８０００Pa図１ 照射リグ構造
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ている６）。各燃料ピンの試験パラメータの製造実績

については，第４．２節の表２に示してある。

試験燃料ピン間のPu富化度の製造実績は，１９．３７

wt％から１９．５０wt％の範囲にあり，燃料中心温度を

決定する燃料融点等の物性値の観点からは同一と

見なすことができる。燃料ペレット密度について

は，燃料ピン平均では９１％T．D．のグループと９５％

T．D．のグループの二つに別れ，９１％T．D．のグル

ープでは平均９１．３％T．D．，９５％T．D．のグループ

では平均９４．６％T．D．であるが，９１％T．D．のグル

ープは９５％T．D．のグループと比較するとばらつき

が大きい。そのため，燃料ペレット個々で見ると，

９５％T．D．のグループでは同ーピン内の密度の差異

が１．７～１．８％であるのに対し，９１％T．D．のグルー

プでは２．７～３．５％ある。燃料ペレット－被覆管

ギャップは，燃料ペレットの外径研削により約１４０

µm，約１９０µm，約２５０µm の３グループを設定した。

ただし，前述した二つの密度グループの両方に共

通しているのは１９０µm のグループだけである。同

ーピン内の燃料ペレットの外径の変化は１５µm以下

である。O/M 比は，製造上の制約から，９１％T．D．

のグループでは１．９６と１．９８，９５％T．D．のグループ

では１．９７のみの設定となった。Kr と Xe の混合ガ

スから成るタグガスは，G８０１，G８１２，G８１２の３本

の燃料ピンに装てんされている６）。

２．３ 照射

PTM‐１‐２試験の照射は，１９９２年６月１７日に実施

された。PTM‐１‐２試験は未照射の燃料に対する試

験であり，海外のPTM試験との大きな違いは，出

力上昇時における中間出力保持である。図２に海

外で実施されたPTM試験とPTM‐１‐１，‐１‐２両試

験の出力上昇パターンの比較を示す。Baker らや

McCarthy らが報告しているEBR‐�のPTM試験

では炉出力の９０％付近で１時間ほど保持し１），２），

Ethridge らが報告している FFTF の DEA‐２試験

では階段状に１００％炉出力まで上昇させている３）。

これに対してPTM‐１‐２試験では，核熱出力の校正

のため，炉出力の５０％付近で保持しただけで，そ

の後直線的に１００％炉出力まで上昇させている５）。

１００％炉出力の保持時間は，EBR‐�の PTM 試験，

FFTF の DEA‐２試験等，海外で実施されたPTM

試験と同様，１０分としている。また出力の降下は

手動スクラムで行った。

このような出力上昇方法を設定したのは，燃料

組織変化が十分進行しない段階のPTM値を得るた

めであり，また，出力降下に手動スクラムを採用

したのは，出力降下速度が遅いと一度燃料溶融し

た組織が再変化し，結果として照射後試験におい

て燃料溶融の発生範囲を判定することが難しくな

るので，これを防止するためである。

３．照射後試験方法

３．１ 燃料溶融割合

PTM‐１‐２試験は，最大燃料溶融割合を２０％以下

として照射条件を設定し実施した。ここで燃料溶

図２ PTM試験の出力上昇パターンの比較
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融割合は，燃料ピンの横断面において，中心空孔

を含む燃料溶融領域と燃料ペレットの面積比であ

り，燃料の固相線温度を超えた領域を溶融として

いる。

照射後試験は，まず燃料溶融割合を評価するた

め，光学顕微鏡によって一度溶融して再び凝固し

た燃料（以下，再凝固燃料）の組織観察を実施し

た。試料は，燃料ピン軸方向中心近くの燃料温度

が最も高くなると考えられる線出力ピーク部位か

ら横断面試料を採取し，研磨の後，光学顕微鏡に

よって燃料組織の金相観察を行った。いくつかの

試料については更に化学腐食を行った後，燃料組

織の観察を行った。

後述するように，PTM‐１‐２試験では必ずしも金

相組織の観察だけで再凝固燃料の組織であること

を確認できない例があり，このような場合は照射

燃料集合体試験施設の遮蔽型 X 線マイクロアナラ

イザー（SXMA）を利用し，Pu の分布から再凝固

燃料の範囲を調べる手法を用いた。使用したSXMA

は，仏国 CAMECA 社製の CAMEBAX‐R を改造

したもので，分析条件は，ビーム電圧２０kV，ビー

ム電流５０nA，ビーム径１µmで，Puの検出にはMβ

線を用いた。

３．２ 軸方向燃料溶融範囲の評価

PTM 試験によって燃料溶融限界線出力値を評価

するアイデアは，原子炉内において燃料ピン軸方

向線出力分布がピーキングを持つことを利用して，

燃料溶融が，線出力密度がピークとなる中央付近

の限られた領域で発生するよう照射時の出力を調

整し，照射後試験によって燃料溶融のピン軸方向

範囲を求め，その軸方向の燃料溶融境界位置に対

応した局所線出力値がPTM値に相当するというこ

とに基づいている。

燃料ピン軸方向の燃料溶融発生範囲を評価する

試験技術上の課題は以下の３点である。

① 金相観察の試料を切断・採取する位置を決め

るため非破壊試験で軸方向の燃料溶融範囲を推

定すること。

② 再凝固燃料と未溶融燃料を判別すること。

③ 再凝固燃料の存在範囲を基に炉内において最

初に発生した燃料溶融の範囲（軸方向境界の位

置）を推定評価すること。

そこで本研究では，①に対しては X 線ラジオグ

ラフィーを利用し，照射後の燃料ピンの中心に形

成されている中心空孔の変化に着目して燃料ピン

軸方向の燃料溶融の範囲を推定することとした。

②に対しては，X 線ラジオグラフィーによる推定

に基づき，その近傍の燃料を切断，燃料ピン縦断

面の金相試料を作製し，前述の燃料溶融割合に関

する試験で得た知見を基に腐食後の金相組織観察

から再凝固燃料を判別した。採取した試料中に再

凝固燃料組織の境界が確認できない場合は，更に

その上部あるいは下部から試料採取して確認した。

観察倍率は３０倍を基本とし，必要に応じて高倍率

での詳細観察により確認した。③の燃料溶融の発

生範囲について第４．３節で詳細に述べるように，

再凝固燃料の形状と範囲を基にして評価した。図

３にこの照射後試験によるPTM値評価の方法を模

式図で示す。

４．照射後試験結果と評価

４．１ 燃料溶融領域と判定方法

� 燃料組織の金相観察

燃料溶融割合を評価するため，線出力ピーク部

位の横断面試料について金相組織観察を行った。

研磨後と化学腐食後の横断面試料の金相組織の例

を写真１に示す。この例の場合，通常燃料中心に

形成されている中心空孔が完全に埋められて，研

磨後の観察ではポアや小さなボイドが消失し，白

く光った均一な組織（ポアフリー組織）として観

察され，化学腐食後の観察ではこれが一度溶融し

たことを示す典型的な組織，いわゆる柱状組織あ

るいはデンドライト組織７）と，その周りを囲む結晶

粒が著しく粗大化した組織の２領域から成ること

が分かる。以降，ここでは前者を簡単にデンドラ

イト組織，後者を粗粒化組織と呼ぶこととする。

米国のEthridgeとBakerは，これを中心空孔のプ

ラギング（plugging）と呼び，溶融した燃料が中心

空孔内で凝固したものと考えている３）。写真１に見

られるように，化学腐食後の低倍率の観察では，

粗粒化組織において通常の未溶融燃料組織との境

界付近に円状のラインが観察される。Ethridge

らは FFTF における DEA‐２試験において，この

ラインを再凝固燃料の境界の指標としているよう

である３）。高倍率観察ではこのラインは観ることが

できないことから，試料面上に緩いわずかな段差

があり，低倍率の観察ではこれがラインとして見

えたものと考えられる。

� 燃料組織の判定と Pu 濃度分布の利用

この粗粒化組織がデンドライト組織と同様に再

凝固燃料の組織であることを確認するため，組織

に生じている偏析に着目した。これは，試験燃料

ピンはピン外周を流れる冷却材によって除熱され

ているから，炉停止後溶融した燃料の凝固はピン

外周側から燃料中心に向かって進行するため，凝
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図３ 照射後試験によるPTM値評価方法

１．０�

研磨後 化学腐食後

写真１ 出力ピーク部の横断面金相組織の例（試料No.８０９２２）
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固時に燃料中に含まれる成分が偏析すると考えら

れたからである。Baker らや Ethridge，Freund

ら諸外国の研究者は，金相試験による燃料組織観

察に加えて，β‐γオートラジオグラフィーを補助

的に用いている１），３），４）。主にPuの分布を知ることが

できるα‐オートラジオグラフィーは，燃料マト

リックスのPu濃度が３０wt％前後あるため，偏析に

よる高々２～３wt％の濃度変化は不鮮明で利用で

きない。β‐γオートラジオグラフィーの場合，照

射で生成されたRuの分布像を示すと考えられてお

り，PTM‐１‐２試験のような未照射燃料の PTM

試験のように生成量が極く微量であっても濃度変

化の様子を知ることができる。しかしながら，照

射済燃料のオートラジオグラフィーは，専用の試

験設備が必要であること，処理の難しい放射性廃

棄物の発生，更に後述するように溶融燃料が移動

して残っていないようなケースでは役に立たない

という欠点がある。

そこで，本研究では SXMA を利用し，Pu の分

布から再凝固燃料範囲を調べる手法を用いた。す

なわち，SXMA では生成量の微量な Ru は検出で

きないが，マトリックス濃度が２０wt％程度あるPu

であれば，２～３wt％の偏析による変化を検出す

ることは容易であり，また金相写真との照合もオ

ートラジオグラフィーよりも容易に，かつ新たな

放射性廃棄物を発生させずに行うことができる。

図４に粗粒化組織を中心に分析したPu分布の例を

示す。この分析は，未溶融燃料組織から，中心空

孔の周囲のデンドライト組織までPu強度をスキャ

ンしたもので，同様な分析をいくつかの試料につ

いても実施した結果，未溶融燃料組織のPu濃度に

対し，粗粒化組織で一度２％程低下し，デンドラ

イト組織で数％上昇するという傾向を確認した。

また，未溶融燃料組織から粗粒化組織にかけてPu

濃度の低下の始まる位置は前述の円状ラインより

わずかに外周側となることが分かった。結晶粒内

の更に詳細なPu濃度分布の分析結果を踏まえ，Pu

濃度の変化と溶融燃料の凝固過程の関係について，

次のようなモデルを考えた。すなわち，粗粒化組

織の範囲まで溶融していた燃料が，シャットダウ

ン直後の短時間では小さな冷却速度で燃料中心に

向かって凝固し始めるが，温度が固相線の近傍で

あり，固相と液相の二相状態の中で，固相は液相

中に含まれるPuを排出しながら燃料中心に向かっ

て成長し粗大化した結晶粒を形成する。やがて冷

却速度が大きくなると，結晶が十分に成長せずに

凝固するようになり，デンドライト組織が形成さ

れる。そのため，粗粒化組織領域ではPu濃度が低

下し，排出されたPuが集積されたデンドライト組

織で高濃度となったと考えられる。

高速炉燃料では通常の定常照射燃料でも，燃料

温度勾配や燃料物質の蒸発－凝縮過程による Pu

再分布が発生する。しかし，これまでの「常陽」

の短時間照射燃料を用いた試験の経験では，この

ような定常照射の Pu 再分布で観察される Pu濃度

の低下領域は，PTM‐１‐２試験の粗粒化組織ほど著

しいものではなく，また中心空孔周辺に生じるPu

濃度の上昇は２００～３００µmの範囲でより緩慢に発生

する８）。特に明瞭な Pu 再分布は，中心空孔が同時

に形成されているところに特徴がある。このよう

な特徴から，図４の例に示したようなPu濃度の変

化は定常照射の Pu 再分布とは異なるものである。

� 燃料溶融領域の判定

これまでの結果から，金相観察で確認できる粗

粒化組織までが再凝固燃料組織であり，腐食後の

金相観察で見られる円状のラインは，粗粒化組織

と燃料溶融の発生していない組織との境界よりわ

ずかに内側となるが，その差は小さく，燃料溶融

割合を評価するための判定という観点では，ほぼ

一致すると見なしても評価精度上影響はほとんど

ないと考えられる。したがって，Ethridge らがこ

の円状のラインを再凝固燃料範囲の指標としたこ

とは妥当であったと考えられる。しかし，この円

状ラインの領域そのものには特異な析出相は見ら

れず，SXMA でも組成の変化は確認することがで

きなかったことから，ラインとして観察される燃

料面上の段差が化学腐食によってできる原因は明
図４ 粗粒化した組織付近のPu濃度分布の例（試料No.

G８２１４２）＊写真中の白線は分析ラインを示す。
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らかではない。

PTM‐１‐２試験の多くの燃料ピンについては，金

相組織観察によって線出力ピーク部位における再

凝固燃料組織の範囲を確認することができたが，

いくつかの試験燃料ピンでは，これを確認するこ

とができず，燃料組織からは通常の定常照射後の

組織とほとんど区別できないものがあった。しか

し，これらの燃料ピンについては，X 線ラジオグ

ラフィーや軸方向の異なる位置における金相組織

の観察によって，すべて燃料溶融が発生したこと

を確認している。このことから，これらの燃料ピ

ンでも線出力ピーク部位で燃料溶融が発生したと

考えるべきであり，これを確認するために，Pu

濃度の分布を調べてみた。金相組織観察では再凝

固燃料組織を確認できなかった例の金相組織と径

方向の Pu 分布を図５に示す。この例の金相組織は，

中心空孔が形成された通常の照射燃料の金相組織

ときわめてよく似ているが，Pu 分布は平坦であり，

前述したような定常照射燃料で通常観察されるPu

再分布は認められない。Pu 再分布の発生メカニズ

ムから考えて９），中心空孔が形成されるような燃料

温度条件ではPuの再分布が発生していないとは考

えられないので，このような現象は燃料の溶融が

関与しているものと考えられる。最も考えられる

原因として，燃料が溶融する前に中心空孔が形成

され，通常のPu再分布を生じたが，その後再分布

による高 Pu濃度領域を含む燃料中心部に溶融が発

生し，さらにその溶融燃料が重力等によって完全

に下方に移動した結果，Pu 再分布の生じていない

未溶融燃料部分だけが残ったものと推定している。

以上のような金相組織だけで判断できないケース

の場合，オートラジオグラフィーでは詳細な評価

は困難であると予想され，Pu 濃度分布の分析を金

相組織観察と組合せることが再凝固燃料組織の判

定には非常に有効である。

４．２ 燃料溶融割合の評価

燃料溶融割合は，燃料ピンの部位の横断面金相

観察によって，一度溶融して凝固した再凝固燃料

組織の領域径を測定し，燃料ペレットとの面積比

として算出した。その評価結果を表２に示す。な

お，線出力ピーク部位で再凝固燃料組織の確認で

きなかった燃料ピンは，前述のように溶融燃料が

完全に移動したものと考え，中心空孔径から燃料

溶融割合を算出した。

PTM‐１‐２試験の線出力分布は，関根，青山らが，

中性子輸送モンテカルロコードMCNPによる線出

力分布計算結果を照射後の１４８Nd 生成量分析結果

と９５Zr スペクトルのγ‐スキャン測定結果で補正す

ることによって評価している１０），１１）。本研究では，実

図５ 再凝固燃料の組織が認められない例における金相組織と径方向Pu分布
＊写真中の白線は分析ラインを示す。
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際の金相観察位置に対応する局所（ピーク）線出

力を彼らが評価した線出力分布を内挿して求めた。

２４本の試験燃料ピンすべてについて燃料溶融が

発生したことを試験によって確認し，ピーク線出

力部位における最大燃料溶融割合は，G８０９ピンの

１０．７％で，条件として設定した最大値２０％の約半

分であった。燃料溶融割合が製造時の各燃料パラ

メータと局所線出力値の両方に依存するため，各

試験燃料ピン同士の単純な比較は難しいが，本ピ

ンを含む燃料密度９１％T．D．のグループは，同じ燃

料パラメータのグループ内で燃料溶融割合に大き

な差が見られた。さらに X 線ラジオグラフィーに

おいてピーク線出力部位以外で燃料溶融がより大

きいと予想される部位が認められ，試験ではこれ

らについても確認し，最大の燃料溶融割合として

１１．８％を得た。これらはいずれも９１％T．D．のグル

ープに属しており，中心空孔の周囲に著しい再凝

固燃料組織が観察された。これら燃料溶融割合の

大きな部位では，線出力のより大きなピーク線出

力部位よりも大きな燃料溶融割合を示しており，

単に燃料溶融がそこで発生しただけではなく，そ

の上方，あるいは下方から溶融燃料が移動し，局

所的に燃料スミヤ密度を上昇させ，その結果局所

線出力が高くなって，燃料溶融割合がさらに増加

するという，いわゆる二次溶融が発生した可能性

が否定できない。実際，線出力ピーク部位で再凝

固燃料組織が確認できず，溶融燃料が完全に移動

したと考えられる燃料ピンの燃料溶融割合はいず

れも３％前後であって，どれも小さめであり，ま

た中心空孔周囲の再凝固燃料組織があまり大きく

ない試料でもこれと同程度の溶融割合と考えるこ

とができる。このことから，９１％T．D．のグループ

の線出力ピーク部位における溶融割合は，二次溶

融が発生しなければ，本来この程度であったもの

と推定される。

４．３ 軸方向燃料溶融範囲の評価

第３．２節で述べたように，PTM値を得るために

は，再凝固燃料の存在範囲から炉内において最初

に発生した燃料溶融の軸方向範囲，すなわち燃料

溶融境界の位置，を推定評価することが中心課題

である。第４．２節で述べたように，炉内において

中心空孔を通じた溶融燃料の移動が生じるため，

最初に発生した燃料溶融の境界位置を決定するた

めにはこの溶融燃料の移動挙動を考慮して評価し

なければならない。ここでは，金相観察に基づく

溶融燃料の移動挙動の考察とそれに対応した燃料

溶融境界位置の評価方法及びその結果について述

表２ 照射後試験によるピーク線出力位置における燃料溶融割合の評価結果

ピン番号
（wt％）＊

Pu 富化度 O/M比＊ タグガス
ペレット密度
（％TD）＊

直径ギャップ幅
（μm）＊

局所線出力
（W/cm）

燃料溶融割合
（％）＊＊

G８０４
G８１８
G８２０
G８２２

１９．５０ １．９８

９１．３
９１．２
９１．３
９１．２

１８９
１８６
１８８
１８７

６５４
６６７
６５６
６６２

１０．５
３．４
４．７
３．０

G８１５
G８１９
G８２３

１９．３７ １．９７
９５．３
９５．１
９５．２

２４５
２４６
２４４

７０３
６７０
７０４

１０．０
７．４
９．２

G８０２
G８０５
G８０７
G８１４
G８２４

１９．５０ １．９８

９１．４
９１．３
９１．４
９１．２
９１．４

１３３
１３７
１３７
１３２
１３３

６７６
６７８
６７１
６７１
６７１

３．６
３．１
４．５
３．４
３．０

G８０１
G８１３

１９．５０ １．９８ ○
９１．４
９１．５

１３９
１３６

６８７
６７７

８．５
２．３

G８０３
G８０６
G８１０
G８１２

１９．３７ １．９７

○

９５．０
９４．９
９５．０
９４．８

１８７
１８８
１８８
１８６

７０２
６８１
６９１
６９４

５．１
７．７
６．７
６．７

G８１６
G８１７
G８２１

１９．４６ １．９６
９１．６
９１．５
９１．３

１９９
２０２
１９７

６６６
６７６
６５７

４．３
７．２
６．６

G８０８
G８０９
G８１１

１９．４６ １．９６
９１．３
９１．２
９１．４

１３９
１３９
１３９

６７７
６８２
６７１

２．７
１０．７
８．５

＊ 製造時実績値。密度とギャップはピン装荷ペレットの平均値
＊＊最大線出力位置（約２７１mmD．F．C．B．）における面積割合
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べる。

� 溶融燃料の軸方向移動の分類

X 線ラジオグラフィーと縦断面金相試料の観察

から，ピン軸方向燃料溶融範囲の境界付近におい

ても溶融燃料が中心空孔を通じて上下に移動する

ことを確認し，その移動形態を，ピン上部側の燃

料溶融境界で２種類，ピン下部側の溶融境界で１

種類に分類した。すなわち，図６に示すように，

ピン上部側の燃料溶融境界では，溶融燃料が完全

に落下し，溶融したことを示す再凝固燃料組織が

ほとんど観察できないケース（図中１‐�）と，溶

融燃料が中心空孔内に閉じ込められたガスの圧力

等によって押し上げられ，プラギングを形成した

ケース（図中１‐�）があり，ピン下部側の燃料溶

融境界では，溶融燃料が落下し，中心空孔内にプ

ラギングを形成したケース（図中２）である。燃

料の溶融範囲を判定するには，これらの溶融燃料

の移動形態に応じた方法により評価する必要があ

る。図６に本研究で採用した判定方法を図示する

とともに，以下に縦断面金相組織と溶融範囲の境

界判定の例について述べる。

� 溶融燃料が完全に落下したケース

ピン上部側の溶融燃料の縦断面金相組織と判定
図６ 溶融燃料の典型的な移動形態と燃料溶融発生範囲の

判定方法

図７ 溶融燃料の落下した例の金相組織と溶融境界近傍のPu濃度分布（試料No．G８０４３１２）
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の例を図７に示す。この例では，再凝固燃料組織

はまったく観察できない。しかし，この試料中央

付近より下部側では，中心空孔径が次第に拡大し，

またその内面も上部側と違って滑らかであり，さ

らにこの試料採取位置の下方で燃料プラギングが

形成されていることが X 線ラジオグラフィーで確

認できた。このことから，この試料中央付近から

下方の範囲で燃料溶融が発生したことが示唆され

る。このような組織は，図５に示した再凝固燃料

組織が確認できなかった横断面金相組織とよく似

ており，溶融した燃料が完全に落下したため，再

凝固したことを示す燃料組織が残らなかったもの

と推測される。それを確認するために，図５の例

と同様に，この縦断面試料のPu濃度分布を調べた。

その結果を図７の右に示す。同図中の A‐a より上

方では中心空孔の周囲で通常の定常照射燃料で見

られる Pu 再分布による Pu 濃度の上昇が認められ

るが，その下の B‐b，あるいは C‐c より下方では

Pu 分布は平坦である。このことから，この例では

A‐a と B‐b の間に燃料溶融が発生した境界がある

と考えられ，更にPu濃度分布の分析を詳細に実施

して燃料溶融の境界位置を判定した。このような

詳細な燃料溶融境界の評価は，従来の金相組織観

察とオートラジオグラフィーでは困難であり，上

記の結果は，PTM 試験の照射後試験において X

線マイクロアナライザーを利用したPu濃度分布の

分析を実施することが非常に有効であることを示

している。

� 溶融燃料がプラギングを形成したケース

ピン上部側で溶融燃料がプラギングを形成した

ケースとピン下部側でプラギングを形成したケー

スは溶融燃料の移動方向が異なるだけで，溶融境

界位置の判定方法は基本的に同じである。図８に

ピン下部側においてプラギングが形成されたケー

スの縦断面金相組織と判定の例を示す。この溶融

燃料プラギングでも，前出の写真１に示した横断

図８ ピン下部において形成された溶融燃料プラギングと溶融境界の決定方法（試料No.G８２３３２１の例）
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面金相組織と同様に，デンドライト組織の周囲に

結晶粒の粗粒化組織が形成され，その粗粒化組織

と通常の未溶融燃料組織の境界付近にラインが観

察された。この試料では溶融燃料プラギングの下

方に未溶融の中心空孔が認められることから，こ

の部位から上方で燃料溶融が発生し，重力によっ

て溶融燃料が落下し，プラギングを形成したと考

えられる。このようなケースでは，プラギング部

に最も近い未溶融部の中心空孔径を基準に，それ

をプラギング部に延長し，これが再凝固燃料組織

と未溶融燃料組織の境界と交わる点を燃料溶融範

囲の下部境界とした。この方法は，Baker や

Ethridge が PTM 試験の評価を行なった時に採用

した手法と同じである１），３）。前述したように，再凝

固燃料組織と未溶融燃料組織の境界は，粗粒化組

織と通常の未溶融燃料組織の境界付近で観察され

るラインを指標としても溶融境界の位置の決定に

はほとんど問題はない。ただし，実際の金相組織

観察ではこのラインが判別できない場合も多く，

このような時は図４に示したようなPuの濃度分布

を基に再凝固燃料の範囲を確認した上で上記の方

法を適用した。ピン上部側の溶融燃料がプラギン

グを形成したケースは，やはりプラギングの上方

に通常の定常照射燃料と同じ中心空孔が存在して

いることから，この部位から下方で燃料溶融が発

生し，溶融燃料が下方から上昇してプラギングを

形成したものと考えられる。一部のケースでは中

心空孔内に丸みを持った空洞がプラギング中に形

成されている等，溶融燃料中にガスが泡となって

存在していたことを示唆している例があった。

PTM‐１‐２試験は未照射燃料を用いた非常に短い時

間の照射であるから燃料ペレット内に包蔵されて

いたガスは少ないと考えられるが，このような金

相観察結果から，製造段階でポアに閉じ込められ

ていたガスが燃料溶融と同時に放出され，ピン上

部側の燃料溶融範囲境界付近から落下してきた溶

融燃料を押し上げたものと考えられる。

前述したピン上部側あるいは下部側で溶融燃料

がプラギングを形成したケースに対する溶融境界

位置の判定方法は，その近傍の未溶融部の中心空

孔径を基準にするので，プラギングを形成する溶

融燃料が下方あるいは上方に移動していたとして

も，その燃料溶融量や移動距離が小さくなければ

ならない。もし燃料溶融量が多いと二次溶融が発

生し，最初に形成された溶融／未溶融燃料境界が

変化し判別できなくなる。また，中心空孔内のガ

スの圧力により溶融燃料が大きく移動したような

ケースでは照射後試験で最初に溶融した境界の位

置を判定することは不可能である。ただし，この

ような場合，溶融燃料は必ず線出力の低い燃料ピ

ンの上下端方向に移動することから，正確な溶融

境界の位置を決定できなくても，PTM値がそれよ

り下回ることはない下限の値は評価できるので，

この下限値の評価を実施した。

４．４ 燃料溶融限界線出力の評価

第４．３節に述べた方法によって評価した燃料溶

融境界の燃料ピン軸方向位置とそれに対応した局

所線出力値，すなわち燃料溶融限界線出力値（PTM

値）を表３に示す。局所線出力は，第４．２節で述

べたように，関根，青山らがMCNPコードによる

解析値を照射後試験結果で補正することによって

得た線出力分布１０），１１）を用い，燃料溶融境界位置につ

いて内挿して求めた値である。また，燃料溶融量

あるいは移動量が大きく，溶融境界の位置が判定

できなかったケースは下限値として不等号を用い

て示している。

評価の結果，PTM‐１‐２試験で得られた PTM

値は，ほぼ６００～６７０W/cm の範囲であった。

表３に示したPTM値の誤差は，線出力分布の持

つ誤差と溶融境界位置にかかわる誤差が要因とし

て考えられる。前者は，青山らの評価によると，

統計誤差として１６W/cm（１σ）以下，原子炉熱出

力に係る系統誤差として８W/cm（１σ）以下であ

る１１）。一方後者は，溶融境界位置判定できなかった

ケースを除けば，再凝固燃料組織境界を判定する

ときの不確かさ等が最大３．１mm（１σ）あり，線出

力値の誤差としては４W/cm 以下である。

PTM 値と製造時の燃料パラメータ，すなわち燃

料ペレット－被覆管ギャップ，燃料ペレット密度，

O/M 比，の関係を図９に示す。溶融境界位置が判

定できなかったケースについては下限値を示して

いる。

図９から，高密度の９４．５～９５．５％T．D．のグルー

プ（以下９５％T．D．のグループとする）と低密度の

９０～９３％T．D．のグループ（以下９１％T．D．のグル

ープとする）の PTM 値はいずれも燃料ペレット－

被覆管ギャップに対する明確な依存性を示してい

ない。特に，９５％T．D．のグループはギャップの依

存性がほとんど見られない。これに対して，Baker

らあるいは Ethridge らの PTM 試験結果は，燃料

ペレット－被覆管ギャップの増加によるPTM値の

低下をはっきりと示している１），３）。これらの試験に

比較してPTM‐１‐２試験では，燃料ピン径が大きく，

相対的にペレット－被覆管ギャップが小さいこと，

また金相観察の中には中心空孔径が局所的に縮小
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しているケースがあること等，炉内でギャップが

閉じていた可能性が示唆されている。もし炉内で

ギャップが閉じていれば，PTM値の製造時ギャッ

プの依存性は非常に小さくなるものと考えられる。

燃料ペレット密度については，ギャップ幅約１９０

µm における９５％T．D．のグループ（O/M 比１．９７）

表３ 燃料溶融境界位置と溶融限界線出力の評価結果

ピン番号
Pu富化度
（wt％）＊

O/M比＊ タグ
ガス

溶融境界
位置

ペレット
密度＊

（％T．D．）

直径ギャップ幅
（μm）＊

溶融境界（mm）＊＊
溶融限界線出力
（W/cm）＊＊

D．F．C．B． 不確かさ 線出力値 不確かさ

G８０４

１９．５ １．９８

Bottom ９０．８２ １９３ ＞１４９．６ － ＞６１５ －

Top ９０．２４ １９３ ３１３．１ １．７ ６３９ １７

G８１８ Bottom ９２．０６ １９５ １６５．０ ０．８ ６３９ ２３

G８２０
Bottom ９１．２０ １８９ １９６．４ ０．２ ６４６ ２３

Top ９２．１８ １９０ ３４８．７ ０．９ ６１６ ２２

G８２２ Top ９０．５１ １９１ ３４５．４ ０．５ ６２５ ２２

G８１５

１９．３７ １．９７

Bottom ９５．４９ ２４９ ＞１２８．４ － ＞６４１ －

Top ９５．０８ ２４９ ３６９．０ １．５ ６４１ ２３

G８１９
Bottom ９５．０８ ２４９ ＞１３４．５ － ＞６１７ －

Top ９５．０６ ２５０ ３６２．４ ０．９ ６１７ １７

G８２３
Bottom ９５．０１ ２４６ １５７．４ １．０ ６６８ ２４

Top ９５．１４ ２４８ ＜３７６．７ － ＞６３３ －

G８０２

１９．５ １．９８

Bottom ９０．７６ １４３ ＞１６３．８ － ＞６４６ －

Top ９１．９６ １４１ ＜３６４．１ － ＞６２１ －

G８０５
Bottom ９１．２２ １３８ ＞１９４．４ － ＞６６７ －

Top ９１．２５ １３９ ＜３３６．３ － ＞６４７ －

G８０７
Bottom ９０．６５ １４０ １８７．４ １．７ ６５６ ２４

Top ９１．１５ １３９ ＜３４４．４ － ＞６３４ －

G８１４
Bottom ９２．１３ １４３ ＞１７６．０ － ＞６５０ －

Top ９０．３１ １４４ ３４８．８ ０．７ ６３０ ２３

G８２４
Bottom ９１．０７ １３９ １８０．５ ０．９ ６５２ ２４

Top ９１．４３ １４１ ＜３５４．９ － ＞６２５ －

G８０１

１９．５ １．９８ ○

Bottom ９０．２７ １３８ １６８．２ １．０ ６６０ １８

Top ９１．７５ １３８ ３５９．１ １．０ ６３６ １７

G８１３
Bottom ９１．６２ １３７ ＞１４６．０ － ＞６３３ －

Top ９１．１８ １３６ ３６６．６ ３．０ ６２０ ２２

G８０３

１９．３７ １．９７

Bottom ９５．０８ １８７ ＞１６１．１ － ＞６６９ －

Top ９４．７０ １８５ ３４２．５ ０．９ ６６５ １８

G８０６
Bottom ９４．９７ １８７ ＞１５８．１ － ＞６４７ －

Top ９４．８９ １８４ ３５９．３ ２．４ ６３０ ２３

G８１０
Bottom ９５．０４ １８６ ＞１６４．１ － ＞６６１ －

Top ９５．００ １８７ ＜３６９．１ － ＞６３０ －

G８１２ ○
Bottom ９４．８９ １８８ ＞１５９．２ － ＞６６０ －

Top ９５．１７ １８９ ３６５．８ ０．４ ６３６ １７

G８１６

１９．４６ １．９６

Bottom ９１．４０ １９４ ＞１２７．９ － ＞６０７ －

Top ９０．３０ １９５ ＜３７４．９ － ＞６０１ －

G８１７
Bottom ９１．８１ １９６ １３５．０ ３．１ ６２２ ２３

Top ９３．１４ １９１ ３８８．０ ２．９ ５９６ ２１

G８２１
Bottom ９０．５１ １９５ １４５．６ １．６ ６１４ ２２

Top ９１．３５ １９７ ３６６．４ ０．８ ６０１ ２２

G８０８

１９．４６ １．９６

Top ９１．７９ １４２ ＜３６６．９ － ＞６１９ －

G８０９ Bottom ９１．４１ １４４ ＞１５０．３ － ＞６４２ －

G８１１
Bottom ９１．４５ １４５ １６５．９ ０．５ ６４３ ２３

Top ９０．２２ １４３ ３７５．６ ０．４ ６０５ ２２
＊製造実績値 ＊＊不等号は真値の存在する範囲の限界値，不確かさは１σの信頼限界を表す。
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と９１％T．D．のグループ（O/M 比１．９８）の PTM

値を比較すると，データのばらつきはあるが，密

度の高い９５％T．D．のグループの方が２０～３０W/cm

程高くなっている。燃料ペレット密度の上昇に対

して PTM 値は一般的に上昇するが，Ethridge

らの DEA‐２の結果３）から，O/M比の違いを考慮し

てこの密度の差の効果を評価すると１０W/cm 程の

上昇と予測される。したがって，PTM‐１‐２試験で

はより密度の効果が大きく現れている。このよう

な違いは，第２．３節で述べたように，PTM‐１‐２試

験が燃料組織変化があまり進行しない段階で燃料

溶融を発生させるという特徴的な出力上昇方法で

行われたことに起因しているものと推定される。

燃料ペレットのO/M比については，データ点数

が限られている上にばらつきが大きく，明確な依

存性は確認できない。しかし，９１％T．D．のグルー

プのギャップ幅約１９０µm 付近のデータを見ると，

O/M 比１．９８の PTM 値に対して１．９６では３０W/cm

程低くなっている。O/M 比は，燃料ペレットの熱

伝導率を変化させると同時に，熱膨張率を変化さ

せペレット－被覆管ギャップに影響を及ぼすため，

PTM 値の依存性は単純ではない。Ethridge らは，

DEA‐２試験で O/M 比の差に対して PTM 値の差

は一定ではなく，ギャップ幅によって変化するこ

とを報告している３）。本研究における結果では，そ

のようなギャップ幅の依存性は認められなかった

が，ギャップ閉塞にかかわる挙動がDEA‐２試験燃

料と異なっており，そのためにこのような結果が

得られたものと考えられる。

さらに被覆管内面温度差，タグガスに対する

PTM 値の依存性は，過去に報告されている PTM

試験に比べて，いずれも明確には認められなかっ

た。このことが，PTM‐１‐２試験が特徴的な出力上

昇方法で行われていること，あるいは炉内におい

てギャップが閉じていた可能性と関連があるかど

うかは現在のところ不明である。

５．おわりに

本研究は，高速炉燃料設計における燃料温度評

価手法の開発に資するため，「常陽」における初め

ての燃料溶融限界線出力試験 PTM‐１‐２において，

その照射後試験の方法を確立するとともに，試験

結果から炉内で燃料溶融が発生する線出力，すな

わち PTM 値，の評価を行ったものである。

本研究において，PTM試験評価において決め手

となる燃料溶融境界の判定は，金相組織観察に加

えて Pu 濃度の分布を組合せることが非常に有効で

あることを示した。また，評価の結果，線出力ピ

ーク部位における最大燃料溶融割合は１０．７％であ

り，PTM 値は，ほぼ６００～６７０W/cmの範囲にある

ことを示した。PTM 値に与える燃料ペレット密度

の効果は過去の報告よりも大きいことが示唆され

たが，燃料ペレット－被覆管ギャップやO/M比の

依存性は明確には認められなかった。現在，ギャッ

プ閉塞の挙動などについて解析コードによる評価

を進めており，その結果によって上記について確

認できるものと考えられる。
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